
助成金制度の概要

世界的な金融危機の影響等により、やむを得ず派遣労働者または有期契約労働者と

の契約の中途解除や雇止め等を行った場合でも、離職後も引き続き住居を無償で提
供した場合または住居に係る費用の負担をした事業主の方に助成を行います。

対象となる事業主の方

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク（公共職業安定所）

２．次のいずれかに該当する労働者に住居を提供している必要があります。

①雇用保険被保険者（被保険者期間は問いません。）であること。

②６か月以上雇用されている雇用保険被保険者以外の方

支給額

対象労働者１名につき、１か月当たり４～６万円を支給します。

その他

※住居の所在地によって、支給額が異なりますので、ご注意ください。

（助成内容等が変更される可能性があります。）

１．再就職援助計画を作成し、管轄の公共職業安定所長に提出し、認定を受けること。

助成期間

１か月から６か月まで

１．平成２０年１２月９日に遡って適用することを予定しております。

２．対象労働者が派遣労働者である場合、派遣元事業主が申請者となります。

３．詳細については確定次第、別途ご案内します。

緊急
平成２０年１２月９日より適用予定

※ただし、週の所定労働時間が２０時間以上の方に限ります。

（仮称）


